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３６ 交通安全対策の推進について 

（財務省、内閣府、国土交通省、警察庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（背景） 

○ 本県における平成２７年の交通事故死者数は２１３人で、平成１５年から１３

年連続全国ワースト１位になるなど、交通事故情勢は依然として厳しい状況にあ

り、交通安全対策の推進は本県における重要かつ喫緊の課題である。 

 

○ 国・県・県警など関係機関が一体となって、第１０次愛知県交通安全計画（平

成２８年度～３２年度）を策定し、「平成３２年までに、交通事故による年間の 

２４時間死者数を１５５人以下とする」ことを目標としている。 

 

○ 平成２７年の交通事故死者数のうち高齢者は１２２人で、５７．３％を占めて

おり、高齢者の事故抑止対策を重点的に取り組んでいく必要がある。 

特に、運転免許を保有せず、安全教育に接する機会が少ない高齢者が、交通事

故に遭う割合が高く、全国的にみても同様の傾向である。 

したがって、国において、高齢者の事故抑止に向け、効果的な広報啓発を実施

するとともに、体系化された教育制度を整備する必要がある。 

【内容】 

(1) 交通事故死者数に占める高齢者の割合が全国的に高いことを踏ま

え、高齢者の事故抑止に向け、マスメディアを活用した効果的な広

報啓発の実施や体系化された交通安全教育制度の整備などの対策を

行うこと。 

 

(2) 全ての自転車利用者に対し、自転車は「車両」であることを徹底

させ、車両運転者として規範意識の更なる醸成を図るため、「自転車

の安全利用五則」などを活用したルールの周知徹底と安全利用に資

する教育を推進すること。 

 

(3) 安全・安心な道路交通環境の実現に向け、幹線道路の事故対策及

び生活道路の安全確保、さらに、これらを組み合わせたエリア対策

を強力に推進するとともに、県等が行う対策の促進を図るため、十

分な財政措置を講ずること。 

 

(4) 誰もが安全で快適に移動でき、かつ、円滑な交通の確保を目指し、

歩行空間のバリアフリー化及び自転車利用環境等の整備を促進する

とともに、高度交通管制システム（ＩＴＣＳ）等高度道路交通シス

テム（ＩＴＳ）の整備充実を図ること。 

 

 

＜安全・安心なあいち＞ 
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○ 自転車利用者には、自動車運転者と同様に交通ルールを遵守しなければならな

いという意識が十分に浸透していないため、全ての自転車利用者に対して、自転

車が道路交通法上の「車両」であることを徹底する必要がある。 

このため、「自転車安全利用五則」などを活用した車両として従うべき基本的な

ルールの周知徹底や自転車教室の開催支援などを通じて安全利用の教育を推進

し、規範意識の更なる醸成を図る必要がある。 

また、車道を通行する自転車と歩道を歩行する歩行者の双方の安全を確保する

ため、自転車通行空間の整備も進める必要がある。 

 

○ 幹線道路においては、国の「愛知県事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作

戦）」及び県等による「事故危険箇所対策」を強力に推進する必要がある。また、

交差点事故の減少を図る上で効果的な信号機の改良等や、道路標識・道路標示の

整備を推進し、的確な交通管理を図っていく必要がある。 

 

○ また、最も身近な生活道路である通学路の交通安全を確保するため、県内の全

ての市町村で策定した「通学路交通安全プログラム」に基づき、学校・警察・道

路管理者が連携し、危険箇所の解消に向け、合同点検の実施や対策の改善・充実

等、持続的な取組を推進する必要がある。 

 

○ 加えて、生活道路での交通事故の多いエリアにおいては、国が提供するＥＴＣ

２．０等のビッグデータを活用して、生活道路の抜け道利用や急ブレーキ・速度

超過箇所等の潜在的な危険箇所を把握し、自動車を安全性の高い幹線道路等へ交

通転換を図るとともに、走行速度の抑制の徹底により、「人優先の安全・安心な歩

行空間」を確保するため、面的な速度規制（ゾーン 30 等）と組み合わせた車道幅

員の縮小、歩道整備、ハンプの設置等の対策を行うなど、面的かつ総合的な交通

事故抑止策を強力に推進する必要がある。 

 

○ 更に、高齢者や障害者等が安全に活動できる社会を実現するため、歩行空間の

バリアフリー化及び自転車利用環境等の整備を推進し、誰もが安全で快適に利用

できる道路交通環境の整備に努めていく必要がある。 

 

○ また、安全で快適な道路交通環境の実現はもとより、地球温暖化の防止など様々

な観点から、交通流・量の変動にきめ細かに対応した信号制御等を可能とするＩ

ＴＣＳ等ＩＴＳの整備を推進していくことが必要である。 
 

（ 参 考 ） 

◇ 愛知県の交通事故死者数の推移 

 

 


